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拡大再生産表式分析の意義と方法

—— 最近の諸論議の批判的検討* ~ .

井村喜代子

はじめに

第1節拡大再生産の条件の把握について

第2節嫉大再生産におけるI ，H部門の拡大率

第3節有機的構成高度化による[ 1部門の優先的発展J

は し が き

‘ （1)"恐慌■産藥循環理論にとっての再生産表式分析の意義と限界" という問題は，マルクス以後 

多くの論者によって繰り返し議論されてきた問題であるし，再生産表式分析にもとづいて拡大再:生 

廣過程を分析しようという具体的試みも数多く行なわれてきた。

筆者の見解ほ，拙 著 『恐慌，盖業循環の理論』（!973年）に‘おいて明らかにしたが，その後の批判 

や論議をみると，筆者が再生産表式分析の理解において^/み留意されていると考えていた諸論点が, 

必ずしも一般に確認されてはいなかったようであるし，さらにその後の諸論議では，"新 い 、混乱" 

ともいうべき状況が生じているように思われる。 ■

たとえぱ，一部には，再生J産表式にしめされた諸条件をicま/匕してその時系列的展開を通じて， 

拡大再生産の種々の発展径路を検出したり，有機的構成高度化によるI 部門の優先的発展の必然性 

を論証したりしようとする一連の試みがあるが，かかる数式化による試みは，再生産表式分析利用 

において基本的な点で誤りをおかしていると思われる。また，蓄積率と部門構成比率との関連にっ

注（1) この研究動向の1つの源は，高須貧義博氏の生産ま式分祈 J (1968年，參f評論）第 2編が，ソヴィエトの研究成嚴 

に依拠して，部 門 間 r均衡j .条件の成立する範囲をしめすr自由庞J の確定と r自山度j 内での各種の城大生座の梭討を行 

なったことにあると思われる。

その後の労作では，内容的に相遠するとはいえ，高木彰 r再生産ま式論の研究J (1973年， ミネルヴァ書房）はか， 大岛雄

一 r定常蓄辕ポと定常蓄積軌道 -いわゆる. S*均衡発展径路J について一一J (大鳥雄一他編 f資本論の研究J 1974年， 日本

評論社) ， 淹FH和 央 「城大T碰庫 :表式と糖 I 部門の不均等発展J (r一橋論叢J 第マ幡第3き, 1D78年) ，法利一郎 r資本-蓄積 

とぼ生まま式分析J ( 関恒義編 r現代の経済学j  ( 上) ，1978年，青木書店;)，同 r資本の有機的構成高庶化にともなう第I 部門 

の不均等発展について一一衷5̂：；分析における資本蓄積の動態把握の方法と関速して—— J ( 於岡大学『法経研究』第27巻第 

2 号，1979年) などをあげるととができる。
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( 2 )
いての久留間贼造氏と富稼良三氏との議論では，両者の主張はすれ違いのまま終っているが，との 

すれ違いのなかに明確にすべき論点を確認する必要力をあろう6 他方， 『資本論』第 2部第3 篇の再 

生産表式分析それ自体，あるいはレーニン表式それ自体のなかにいわゆる「内在的矛盾J をfill忍す 

ぺきことを強調し，それ以上に坡大再生過程解明のために表式分析を深める必要性を認めない（よ 

うな）立場が再び現われてきているが，そこでは再生産表式分析.レーニン表式の確認にもとづい 

て拡大西生産分析，恐慌分析を展開していく内容がまったく示されていないため，論議を20年前に 

おし戾すのみセ，その後の諸論議に対する批判の内容も不明確といわざるをえない。

本稿は，このような最近の譜論議にみられる混乱を防止するため，いま一度，拡大再生産過程分 

析における表式分析利用のあり方を考えてみよう*とするものである。

(2)拡大蒋生産表式分析をめぐって種々の見解の对立，誤P が生じる根源は，つぎのことにあると 

思われる。

マルクスは『資本論JI第 2部第3篇の拡大再生産の分析において，まず第1に，拡大再生産が行 

なわれうるためには，今年度と同一規模の再生産のために必要な生産手段の額を上回る，余剰の生 

産手段==r余剰生産手段J 力';生産されていなければならないこと，この r余剰生産手段j こそが拡
, ■ .  ，. 園 園 ， . .

大再生産の•■物質的前提J • r物質的基礎J にほかならないこと，を明らかにした。そのうえで，単■ , •- ■ • •• •
純再生産分析と同じように，貸幣の倾値どおりの遺流を大前提とし，とりあえず耐久的働手段， 

固定資本の問題を捨象して，社会的総資本の拡大再生産における価値的，素材的嗔補の諸関連を，

(イ）I 部門と！[ 部門との間におけるエ（v+mv + m k )と] ! (c + m c )との転態，（ロ) ! [(v+mv+mk) 

のJI部門内！̂態，（ハ) I  (c+ m c )の I 部門内転態，という3 つの流れに要約して明らかとしたので 

ある。このように貨敷の価値どおりの遺??kを前提するとすれば，（ロ)，（ハ)は！! 部門，1部門の内部転 

態で解決するので，拡大再生鹿の条件は（イ〉におけるI (v+mv+mド）イコ ー ル ！I (c+mc) とい 

うこととなる。

ところで，マルクスは拡大再生産表式例を用いて以上の諸関連を表示するさい，まずェ部門では

注（2 ) ⑩ rマルクス経済学レキシコンの梁No. 6, No. 7j (1972年，73ザ, 大月書店)，⑧富塚良三 [恐慌論体糸の展開方法 

にっいて一—，久ほ間教授への公開賀旧状—— J (福岛大 r商学論集-J 第41巻第7号，1974年，同 氏 『増袖，恐慌論研究J 1975 
年，未来社に所収) ，© 久留問胶造 r恐慌論体系の展開方法についてWjび 経济志林館 43巻第3 号，1975年)，⑩富塚良ぢ 

産論と恐慌論との閲速に：0 いてJ ( 中央大 r商学論能J 第17巻第3 号，1975年) ，⑥ 久 ®間 故 造 r恐慌論体系の展開方法 

について(2) J び経济忠化i 第44逸第3 トム1976尔)，①赏塚良S 「再生論と恐慌論との関速について(2)J (i■商学論塞J 第19 
卷第1号，1977ィj-O。 .
( 3 ) 矢吹満男生産gfei：；論の®論的意義とその限度一 レーニンr不均等発展ま式Jの<体系的>位置づけを4>心として 
ー~■ cn m m m w M j 祐12逸第i 号，1977ギ)。

本稿は，宇高基軸，南 已 げ资本論J における恐慌理論の基本構成J,び土地制度史学J第4号，1959ギ）に全而的に依拠 
し，その立場から，その後の研'介,の展開のはとんどを否認するもめである。しかし，をとにおけるようなr内在的矛盾Jめ碗 
認のみをもって，その後の班究が展UHしていった体的内容のすべてを放断できるとするのはあまりにも超越的，独断めであ 

ろぅ。 ，
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拡大瑪生産ま式分析の意まと方法 

つねにmの50%が蓄積されるとを^ し, I [ 部門の蓄積の方は， エ（v+mv+mk)ニ;II (c+mc) と 

いさ条件をみたすように従属的に决定ざれるようにして表式例を作製し，以上の3つの流れを解明 

した力t , 々ルクス自身は， I ，I 部門の蓄積率，拡大率をいかに把えるべきか, とのI ，I[ぐ門め 

蓄積，拡大のあり方が次年のr余剰生産手段」の増減にいかに影響を及ぼしそめ後の拡大再生産に 

いかなる問題をもたらすか" ‘…などという,ことについては，考察を加;^ることはなかった。

それゆえ，その後表式分析にもとづいて拡大再生産過程，拡大再生産径路を考察しようという試 

みがくり遊されることとなるのであるが，最近の試みをふくめ，こうした試みのはとんどに共通す 

るのは, ' ^ ルクスの表式例の前提一 -貨幣の価値どおりの遺流，固定資本の捨象—— のもつ意味を 

無視b i iままで，そめ前提のもとで表式例, あるいは数式の時系列的展開を試みていることである。 

したがって，そこでは拡大再生産の条件はI (V"^'inv + mk) == I[(c + mc) としてのみ把えられて 

しまい, :多くの試みに共通しているように， I (v+inv+m k) ニ]! (̂ c +me) の条件をみたす範囲 

内であれぱI ，II部門の拡大率をまったく自由に想定できるように考えて表式例や数式の時系列的 

展開を試み，そこからいろいろの命題，主張が導きだされるめである。

本稿では，最近の諸論議との関速で，拡大再生産表式分析についてとくに注意すべき2つの点を 

指摘することとする。

第 1は，再生産の諸関連，諸条件の把握において，貨幣の価値どおりの遺流の条件，固定資本填 

補 ♦蓄積部分転態の条件，を見落すことによって生じる誤りについてである◊

第？は, 拡大再生産表式分析において， 「余剰生産手段」の配分比率，1 ，II部門の拡大率，を 

いかに把握するかとV、う点についてである。 ■

なおあらかじめつぎの点を注意しておきたい。筆者が拡大再生産表式分析を深化する必要がある 

と考えている内容は，他の論者とかなりの相違があるので，本稿に対して表式分析の枠をこえてい

るという反論や，表式分析と競争過程分析， 業循環分析とを混同しているという反論が予想され
.■, , . . . . . …

る。しかし, ま式分析の理解自体，表式分析の深化や利用の方法自体において意見の対立があると 

きに.，ま式分析と産業循環分析それぞれについての内容的展開を提示することなしに，"表式分析 

の枠" を超えているかどうか，表式分析と競争分析•産業循環分析との混同視かどうか，といって 

もまったく不毛である。内容のない"方法論議"は本来方法論議の内英をそなえるはずがないとい 

わねぱならない。 ， /

第 1節 拡 大 再 生 産 の 条 件 の 把 握 に つ い て ’

拡大再生産の関係•条件をいかに把握するかという問題について，第 1の注意点は，表式分析に 

おける"貸酵の価値どおり，の還流" 、う前提のもつ意味を見落す'と大きな課りをおかすということ
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であり，第 2の注意点は，耐久的な労働手段，固定資本の存在を無視して分析を行なうと大きな課 

りをおかすということである。この第1の無視と第2の無視とは，論理的に密接に結びついたもの 

であって，これら2つの無視のなかから，拡大再生産の諸関係，諸条件についての種々の混乱や誤 

解が生じてきていると思われる。

( 1 )第 1の点について

マルクスはr資本論』第 2部第3篇の再生産表式分析において，あらかじめいずれかの資本家が 

商品流通を媒介するための貨幣を所有していると前提し，この貨幣が商品の転愈を媒介した後に最 

初の所有者の手元に価値どおりに遺流していくことによって，次年に再び同じような貨幣の媒介に 

よる商品の転態が可能となる，としている。このように，社会的総生産物の転態を媒介する貨幣が 

価値どおりに出発点に還流すること販売と購買とが分離しないこと一一•を大前提として，マル 

クスは社会的総生産物の侧値的. 素材的填捕の諸関連をすでにみた3つの流れに要約して解明した 

のである。このように貨幣の価値どおら、の遺流をlii提すれば，（ロ)，('、)はま部門内転態で解決される 

から，（イ)においてェ（v + m )部分とI c 部分，ェ（v + mv + m k )部分と；I (c + m e )部分とが*-致 

することのみが，社会的総生産物がfiS値どおりに交換され，再生産の r正常的経過J が行なわれる 

ための条仲であるということとなる。

このように貨離の価値どおりの遺流を前提するということは，販売と購買とが分離せず，社会全 

体として供給総額と需要総額とが—致しているという前提をおくということである。したがって， 

貨幣遺流の前提のもとでの再生産の条件は，社会全体として供給総額と需要総額が一致しているも 

とでの部門間転態の条件にはかならない。

. 再生産表式分析がこのような貨離の価値どおりの遺流を前提していることは，この貨幣の価値ど 

おりの還流が，価値どおりの鞍態，再生産のTie常的経過」の条件であって，この条件がみたされ 

ないならぱ，たとえェ（v+m) ニ]Ic, i  (v+mv+mk) ニ ]! ( C + m e )であったとして!)，価値ど 

おりの転態，再生産のr正常的経過J は妨げられること，（ロ)，（ハ)の自部門内転態においても，同;ji 

の妨げが生じることを示すものである。

たとえば， 1 (1,000v + l,000m) = IT2,000cということは，貨幣還流の大前提をぬきにすれぱ，

ェ（Y+m：),部分の生産手段と，He部分の消費手段の価値が等しいように，i 虫 去 / と い う  

ととを意味しているにすぎない。あるいは1*4,000cは， I 部門用生産手段が4,000生産されてい 

るということを意味しているにすぎない。したがって，たとえI ( v  + m) ニ！[Cであったとしても, 

ェ部門の資本家が支払った賃金でI 部門の労働者が消費手段を購入した後，H部門の資本家の手に 

渡った貨幣500が償却基金として積立てられるとすれぱ，生産手段500Vは服売不能となるし， I 部 

門の資本家は次年に支払うべき.賃金500を失うこととなる。.ェ‘ 4,000cについても， I 部門の資本

•—— 24(卯 め —-
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拡大再生産表式分析の意義と方法 

家が相互に生産手段を填補しあうこの部分で，ある資本家達が貨幣を投じて生産手段1,000cを購 

買したのに対し，販売者の資本家達がこの1,000の貨幣を償却基金として積立てるとしたら，1,000 

の生産手段（=労働手段）は服売不能となる。

ここで生じる「不均衡J は，販売と購買の分離によって，社会全体として供給総額より需要総額 

が下回る結果生じるr不均衛J であって, これは資本，労働の部門間移動によっては解決できない 

内容のものである。再生産表式分析が，かかる内容の「不均衡J を理論的に明確にしたことは再生 

産分析，ひいては恐慌•産業循環分析に対する重要な理論的貢献であるが，従来，以上のような重 

要な点をまったく見落してしまい，再生産の条沖を，貨幣の価値どおりの遺流という問題と切り離 

して， I (v + m) = IIc, I (v + mv + mk) = I [ (c + m c )としてのみ把える見解が少なくなかった。

( 2 )上の誤りは，再生産表式分析で固定資本の存在を無視するという第2の間題と密接に結びつ 

いている。

なぜなら，もし耐久的な労働手段が存在せず,すべての生産手段が原材料のように年々全価値を 

移転ししたがって年々現物補填されるものであると仮定してしまえば，販売と購買の分離•供給総 

額と需要総額の祸離という問題は重要性をもたないこととなるからである。、この仮定であれば，再 

生産が行なわれていく以上， Ic, I c のすべては，販売されていく部分であると同時に，次年の 

再生産のために新しい生産手段（ニ原材料）を購入する部分であるから，そこでは販売と購買との 

分離 •供給総額と需要総額の雅離は原則的には生じないものといってよい。また，一括投資される 

固定資本の捨象は，蓄積部分において一定期間の積立ての後にはじめて現実的蓄積が行なわれるこ 

とを軽視し，年々mの蓄積部分mAのすべてが販売されていく部分であると同時に追加生ま手段， 

追加労働力を腐買する部分であるという考えになりがちである。またmeのすべては原材料のよう 

なものと仮定されているのであるから, 翌年にはmeのすベての価値はCに加わって，販売部分を 

増大するが同時に同額だけ再生産のための生産手段ニ原材料の購買を増大することとなる。表式分 

祈では，このほか，労働者の賞金として支払われ消費手段の購買にあてられるV, m v 部分，資本 

家の個人的消費にあてられるm, mk部分において， 年々全体として個人的貯蓄（マイナスの貯蓄を 

ふくむ）がないと前提されている。それゆえ，耐久的な労働手段をゼロと仮定するならば，貨幣遺 

流という条件のもつ重要性が見落され販売と購買の分離ニ供給総額と需要総額の乖離という問題が 

見落されてしまうことになるのはむしろ理論的必然であろう。固定資本の填補•蓄辕部分の転態こ 

そが，この問題をひきおこす大きな可能性をもつものにほかならないのであるから‘…•‘。

以上の誤りは，表式例によるき現様まの特徴によって一層倍加されている。

すなわち，数字で示される表式例でゆ,，各価値部分が貨幣によって媒介されることは示されえ.な 

い。したがって，たとえ年々労働手段価値の^ が移転すると表示してみたとしても，価値移艇部分
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について，一方的供給部分f と現物更新部分gFニ一方的需要部分とが離することがありうるこ 

とは，けっして表式上には示されない。養積部分の転態についても同様である。

それゆえ，表式上にま示されていない諸問題の重要性を見落して，表式上の数字のみに目を簿わ 

れてしまうならば，表式上に表示された諸価値部分一1.4,000c, I.l,000v, ]I.2,000cなど~ ~  

は，供給部分であると同時に，需要部分であることになる。単純再生産に例をとると, 1(1,000 

V +1,000m)はH部門の資本家用の生産手段の供給部分であるが， 同時にI I部門の消費手段（I c )  

に対する需要をしめすものであり，H. 2,000cは， I 部門の労働者と資本家に対する消費手段の供 

給部分であると同時に，生産手段（I v  + m )に対する需耍をしめすものということになる。この 

ような理解では，商品流通は事実上，貨幣による媒介をぬきにした物々交換として把握されてしま 

い，販売と購買とが分離し社会全体として供きさ総額と需要総額とが乖離する可能性はまったく理 

解されなくなってしまう。

これでは—— 論者が意識しているかどうかは別として—— 「均衡J の破壊ニ r不均衡J, r異常な 

経 過 ] のすべては，物々交換におけるように供絵総額と需要総額とがー致しているもとでの部門間 

「不均衡」となってしまうし，これでは，「不均衡」のすべては，価格変動，利潤率变動を媒介と 

した資本，労働の部門間移動—— いわゆる価格メカニズム—— によって解消されうるものとして把 

えられてしまう。

以上のように，貨幣の遺流の条件，固定資本の填補や蓄積部分転態の条件が族裸され，これらと 

切り離されて，再生産の条件が I ( v  + m) ニ He, I (v + mv + mk) = (c+mc) のみとしして把え 

られるならぱ，再生産の条件は，価格メカニズムによってみたされていく傾向をもつものとして把 

えられてしまうこととなる。

( 3 )マルクスは，西生産表式例を用いて社会的総生産物の価値的，素材的填補の諸関連を解明す 

るさいには，この諸関連を純粋かつ単純に明示する必要上，貨幣遺流を前提すると同時に，とりあ 

えず固定資本を捨象しているが，この諸関連を3つの流れによって明示した後に，特殊な回転をし 

めす固定資本の填補という'きわめて難解な問題を取り上げ，この填補の譜関連，諸条件を解明する 

と同時に, その解明を通じて，この画定資本の填補をめぐって深刻な内容をもった販売と購買の分 

離 =供給総額と需要総額との乖離—— 貨幣の価値どおりの遺流のI沮害—— が生じる可能性の強いこ 

とを明らかにした（拡大蒋生産における固定資本の墳補の分析は未完で残されたが〉。 また， 拡大再生産 

では耐久的な労働手段をいっきよに投下する必要のある蓄積において，現卖的蓄積の実施のために 

は一̂定期間蓄積基金の糖立て（=一方的販売) が必耍であるというととに注目し，このきわめて難解. 

な蓄積部分の転態の諸関連‘ 諸条件を解明すると同時に，ここでも深刻な内容の販売と購賀の分離 

- 供給総額と需要総額の離の生じる可能性の強いことを明らかとした。 . •
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マルクスがこのように固定資本の填補や蓄積部分の'転態、という重要チぶ問鹿の所在を確認しこれら 

の大難問の解明に多大の努力を仏ったのは，彼が, 機械制大工業にも'とづく資本制的生産の特質を 

把握し，生 力 発 展 ，資本蓄糖におけネ労働手段体系ニ機械体系のもつ重要な役割とその資本制的 

充用ゆえの限界，矛盾に注目していたことによるものである。『資本論>3第 1部第4篇 ♦ 第 7篇に 

おける生産力発展，資本蓄積の分析，第 2部第2篇における固定資本の回転の分析，「回転循環J 

と産業循環との関連にかんする鋭い指摘……これらすベての基礎上に，第 2部第3駕再生産表式分 

析では，以上の諸問題の所在に注目しその解明に成功したのである。そして，固定資本の填補や蓄 

積部务の転熊という一大難問を解決しえたことほ，マルクスの再生産表式分析の方法的確実さとそ 

の水準の高さを.レめずものということができる。 ，

以上のように, ‘ マルクスは再生産表式分析によって，固定資本の現物填補（更新投資）と資本蓄

積 （現卖的蓄積h新投資）こそが，社会的需妻総額を供給総額を生みだし，抵大再生産の動きを大き

く規定'していく重要な要因であるゆえんを明確にしていたのである。もちろん，ま式分析ではなお, 
. *  .
もし現物更新の集中，衰 退 fミg F が生じたぱあい，あるいは現実的蓄積の集中，衰退mAoミmA 

が生じ/こぱあいには，関係する転態諸関速にどのような影響を及ぼすか，あるいは，拡大?J生産の 

ある状況のもとではmA(^ミrtiAが生じるというようなこと力';,いわば個々ばらばらに示されるの 

みではあるが.‘….。
♦ . .

ともあれ，このようにみてくると，拡大再生産表式分析の重要な内容のうち，拡大再生産表式例 

の数字にしめされえない部もぐが少なくないこと，したがってアルクス表式例の諸前提のもつ意味を 

考えることなしにマルクス表式例の諸前提をそのままうけつぎ表式例や数式の時系列展開を試み 

ると，マルクスのま式分折のなかにふくまれていた貴重な内容が見落されてしまうことが明らかで 

ぁろぅ。

それゆえ，拙箸で行なったように，再生産表式分析については，表式例だけではなく，複雑にな 

るとはいえ，つぎのような関係をしめすことが不可欠と思われる。

まず，供絵部分と需要部分とは本来異なっており，服売と購買の分離によって，c(f, r ) , …… 

などの部分について供給額と需要額とが希離する可能性のあることを明示する必要がある。とりわ 

け，固定資本填補と蓄積部分については供給部分ニf, m A 部分は販売後に償却基金，蓄積基金と 

なって積立てられる部分であるのに対し，需要部分は現物冗新gF (更新投資)，画定資本形成cF， 

現実的蓄積mAcj (新投資）という部分でをることを明示し，ここでは，販売と購買の分離，供給総 

額と需要総額との大きな乖離が生じる可能の強いことを明示する必要がある。ついで，これとの関 

係で，Cを労働手段の価値移転部分f と原材料の価値移転部分r とに分け，それと対応してエ部門 

を労働手段を生産するI F 部門と原材料を生産するI R 部門とに分ける。また，耐久的労働手段 

を考慮に入れれぱ，資本の有機的構成は（F + 0  : V であり，蓄積部分はf : r  : V に応じるのでは

拡大再生齒表式分析の意義と方法'
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なく，F : r : v に応じてmF + m r + m vという,構成となる。そして，次年には，m Fは投下固定 

資本Fに加わるが，生産物増加として現われるのはそのをニf のみである。m rやはそのすべてが 

r 部分の増加として現われ,次年末には供給額を増加すろと同時に原材料需要をも増加するのとは 

決定的に異なる。

社 会 的 総 生 産 物 の 喷 補 に お け る 購 買 と 販 売 ( 拡大 # 生 産 ）

注1.左図では見やすく 

するため，価値構 

成部分の顺序をい 

れかえてある。
注2,拡大河生産-におけ 

る c F については 
マルクスは言及し 
ていないのである 

が，一応図ポした。 
この点については， 

拙著第3 章第2節 

を參照されたい。

(単純ぽ生虚にないもののみ） 

cF ニ追加め固定炎本形成
niFsニmのうち蓄積基金として格立てようとする部分のうち，固定資本への投下を予5ヒされる部分

mrs ニ同上の部分のうち，流動的不変资本への投下を予定される部分

mvs ニ同上の部分のうち，可資本への投下を予定される部分

mFc二割m金により現英に® お資本へ新投下'される部分
mrcニ同上の流動的不変資本へ新投下される部分

mvG = 同上の可変資本へ新投下される部分

ここでは丧示していないが，mAs=mのうち蓄積基金としてそな立てようとする部分ニmFs+mrs+mvs 
njAcニ薪徘金により現炎的蓄が{を行なう部分ニ mFfi +  mrG+mvG

第 2 節 拡大再生 産 に お け る I ，H部門の拡大率

1m
i
m

I
i

i

拡大再生産ま式分析についてのいま一つの重要な問題は, I  ♦ H部門の拡大率， いいかえれぱ 

「余剰生産手段J の部門間配分比率をいかに把えるかという間題である。

( 1 )問題はこうである。拡大生産ではある年末にある一定額の「余剰生産手段J が生産されて 

いるもとでも， I (v + m v  + mk) ニir (c + m c )という条件をみたしたうえでなお，ある範囲内では, 

I  * II部門はいろいろの拡大率をとって拡大すると仮定することが可能である。このことは，有機 

的構成一定，剰余価値率一*定と仮定しても，ある範旧内で， I • H部門がいもいろな率をもって拡 

大する拡大産怪路を表式上に描くことができることを意味している。

しかしながら，拡大押生産ま式例そのものは前節で強調したように，貨購の価値どおりの遗流， 

社会的総給と総需要との致を大前提としたもとで，r均衡J がみたされるように描かれるので
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ある。したがって，表式上には需給関係の変化，価格（禾■ 率)の変化に対応して各部門の波大率が

変化する関係はいっさい表示されえない。一̂ ^したところ，表式では， I • H部門の拡大率をいろ

いろ自由に想定しうるようにみえるし，r均衡jが保たれている拡大再生産がすべて資本制的経済に

おける--時的動揺を捨象した，理想的 r正常的J な拡大再生産であるかのようにみえる。

しかし，「均衡j 条件をみたした拡大再生産が表式± にいろいろ描きうるということは，それら

のすべてが資本制的経済のもとでありうる拡大再生をしめしているということを意味するもので

はまったくないのであって, 拡大再生産表式例については，それが資本制経済のもとで想定可能な

拡大再生産の傾[向といえるかどうかを検Mすることが不可欠なのである。

なお，この点で，拡大再生̂産は単純ぎ生産とは大きな相違をもつ。単純再生産では，有機的構成

一定，剰余価値率一定である以上，その有機的構成，剰余価率に対応して部門構成はあ;定不

まのものとなるので，「均衡」が保たれている単純再生座はその一定不変の部門構成のもとで唯一

の再生産となるし，そ; が同時に--時的動揺を捨象し’た理想的「正常的j 再生産でもあるというこ 
( 4 )

とになる。 »

拡大再生産表式分析では事情̂がまったく異なる。

( 2 )以上の問題にかんして，従来旧くからある一0 の見解は，マルクスの拡大再生産表式例にお 

ける前提一~ • I 部門の蓄積率•拡大率が先決され, n部門の方は従属的に決められるということ一 

を，資本制的積蓄の転倒的特質を反映するものと考える見解である。しかし，資本制的生産におい 

て，蓄積が消費の増大のためにではなく，資本の価値増値のために行なわれるものであるとしても， 

そのことま体からは社会的総資本の再生産においてI 部門の蓄積率，拡大率が先決され，II部門の

坡大再生ま表式分析の意義と方法

拡大は従属的に決められるということはでてこない。またI 部門の蓄積率♦拡大率先決を原則とす
( 6 )

るということそれま体は, I 部門の蓄積率，拡大率がいかなる価をとるかをriついて何もしめさない 

のであるから，この原則は，理論的には, I  * II部門がある範囲内でいろいろな拡大率をとりうる

注( 4 ) 弁村喜代子『恐慌 * 産業循環の理論 (1973年，有斐{13)第 3章第1節。 ’ .

( 5 ) 高木幸ニ郎氏は，r第 1部門先行の想定j について，r.‘，…資本主義社会においては消費がつねに生産に追随すること， 

すなわち利潤の追及とその蓄糖，致富が生産の推進勘機であるとと，資本主義のもつこの錯倒，その木質外化の??生産ま式に 

おけるでなけれぱならないoJ (『恐慌論体系序説』1956年，大月書店，210〜 1頁）といわれている。

最これを強く主張されているのは高木彰氏である（前掲書およびr第 I 部H 蓄積率の先行性?5論J r岡山大学経済学会 

$1駄 』第6 巻第3 . 4 号，1974年，なおこれらには従来の諸説の紹介，批判がある。）

( 6 ) ただし，旧い時期の林直道氏の労作「第 I 部の優先的究展の法則^~~拡張79生産におけるニ大部門の相互関係— J 
(1959平発表，横山正彦編f マルクス経済学論集』I960年, 河出書房新社所収）では，マルクスの第I 部n 蓄積率の先決の仮

定 を r原則J とされてはいるが，そこでは，拡大ぼ生産のr物質的基:跑 が (•余剩生産手段J にあることの確認のうえに，（■"， 

.‘ ‘ もしも，社会的生産全体を拡大してゆこうとすれぱ，そのための物質的基準を不安なく權大させてゆかねぱならず，そのた 

めには蓄積の滋先権を第I’ 部門にあたえなけれぱならないというととになるoJ (193真，傍点林氏) ということに力点力*、おか 

れている。したがって林氏では， I 部f»j蓄積率先決というととと，拡大?g：生Jま-の持練のためには1部n が 11部n より路いテン 

ボで掀大する必廣があるということとカ墙びついてお、) , これが rマルクスの行ゥすこ第I 部門蓄積先行という手続きの货後に 

ある思想にはかならないd  (195頁）とされている。こう.した林氏の主張は，資重な示唆をふくむものであった。
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という主張を否定‘ 批判するものではない。

これに対し，® 塚良三氏は， U v  + mv + m k )- ] I (c + m c )という部門間『均 衡 j 条件のみを 

「均衡J 的進行の条件とみなすとトクガン的誤りにおちいるとし，上のマルスの想定に対しては， 

「蓄積の進行を先導的に規制するこの第I 部門め蓄積額の決定そのものを，表式の論理の内部から 

制約するものは，何であろうな」と設問して，「均'海蓄積軌道」を提唱されたのである。すなわち， 

富保氏は， I • 1[部門の部門構成はr生産部門間の技術的ニ経済的な関連性を表現J するものであ 

るため，生産力一定のもとでは資本の有機的構成と同様に部門構成もr不変とされなければならな 

い で あ ン と し ，ふる&遍力に対応した一定ネ変の部門構成のもとでI ，II部門が均学の率の拡
(9 )

大をとげるr均衡蓄積軌道J の条件を，r拡張巧■•生産の均衡的進行の条件J としてつけ加えられた。 

そしてこの「;î 衡蓄積率J ，「均衡蓄積軌道J を超えるェ部門め蓄積をもって「過剰蓄積」，「不均衡」 

(潜在）と規定されたのである。この® 嫁氏の問題提起は, ェ• H部門の蓄積率，拡大率をまったく 

自由に想^しうふものとする従来の諸見解に対する批判として重要な問題提起であっだのでばある 

が，この批判が强調されるあま，り，富塚氏では, 生産力不変のもとでは部門構成も「不変とされ 

なけれぱならない」という納得できない主張，r境衡蓄積軌道J のみを r拡張再生産の稳衡的進行 

の条件J とする誤った見解，この r均衡蓄積軌道J より上方にsfe離するI 部門の発展をすべてf■過 

剰蓄積J • 「不 衡 」（潜在）とする誤りがふくまれていた。

筆者の見解は， I ，1[部門の拡大率をまったく自由に想定しうるように考える立場を批利すると 

同時に，上のような富塚氏の誤った主張を批判することを念頭において，後定されたものである 

(拙著参照)。

ところが他方，富塚氏の間題提起にふくまれていた貴重な内容をいっさい見落してしまい，「均

衡蓄積軌道」を唯--の 「均衡」的拡大再生産とみなした富嫁氏の誤りのみを批判し，「均衡蓄積軌

道J 以外に，いろいもの「均衡J的拡大径路がありうるという主張が再び新しい形で現われ，最近で
(11)

は拡大の傾向さえみせている。もっとも近年では， トゥガンに代表されるような恣意的，非現実的 

仮定を設定して拡大iq：生産表式を作製するものはいない。近年の論議の特徴は，マルクスと同じよ 

うな有機的構成一定, 剰余価値率一定を前提したうえで， I ，II部門の蓄積率*拡大率を，部門間 

r均衡J 条件をみたす範囲内ではまったく 11由に想定しうるものであるかのようにして，ま式や数 

式の時系列展開が試みられ，このようなもとで，事実上資本制経済のもとではあり得ないような拡

r三a 学会雑誌J 73巻 6号 （1980年I2月）

1

注（7 ) 窗塚虫H  r恐慌論研究』（1962年，未来社）88〜 9 .

( 8 ) 同上, 8 項 。 ■
( 9 ) 同上，90頁。

(1の # 村喜代子 r前掲f t y 访 3 ぜt第2節，第 3節の（補)，および r恐慌論研究の現状と問題点J (上）び経済評論j 1975年 

K)月号)。

( 1 1 ) ( 注 1 ) にあげたものは，基本的にはかかる力法にたつものといえる。ただし高木彰氏のぱあいは1部門糖蓄率の先 

決を原則とされでV、るので，その原則にしたがって，動くことなるQ
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拡大再生産表式分析の意義と方法 

大博生産，あるいはたんなる--時的 •偶然的な拡大再生産が，，ま式上に描かれたり, 数式の一*般関 

係式にふくまれていき，そこから誤った命題•主張が導きだされていくことである。ここではマル 

クス表式と同じような前提がまもられ，恣意的仮定がつけ加えられていないだけに，内容的には 

実上，非資本主義的な前提を設定しているという誤り力V トクガンなどよりもかえってはっきりし 

なくなっているように思われる。 .

力、かる一連の試みでは, 前節で指摘した注意点はすべて無視され^,社会的供給総額と需要総額が 

一致するという大前提のもとで，部門間 r均衡J をみたしたいろいろの拡大再生産の径路が檢出さ 

れているのである。

. . . . . ' . .

U ) この立場の誤りは，いろいろの拡大再生ま径路の檢出方法それ自体に現われているが，その 

, 端的現われは，H部門の不均等な拡大径路の梭出にみる。

n部門の不均等な波大径路とは，年々D部門がI 部門を上回る率の拡大をつづけていく径路やあ 

り，したがってi■余剰生産手段J の r余剰率J がしだいに低下していき，ついにはr余剩生産手 

段』が個渴して拡大再生産が不可能となる径路である。この立場では，貨條の価値どおりの遺流， 

社会的供給総額と需要総額との一致を大前提としたもとで，部門間「均衡」条件がみたされるよう 

に，.I . n部^ の拡大率が動くように想定しているのであるから，そこではn部門が1部門を上回 

る率で拡大をつづけるという仮定をおくことによって，それi；同時に， I 部門がr余剰生産手段」

の制約によってn部門より低い拡大率をつづけていくことをも仮定してしまっているのである。

しかし，このような径路は，資本制経济のもとではとうていありえない径路である。ある年に，

D部門の拡大率がI 部門上回ることはありうる。しかしこの径路のように，II部門れI 部門よ 

り高い拡大率をつづけながら， I部門の拡大率上昇が促されないで~ ~ 見方をかえればI部門の拡 

大率が低くかつ低下しているのに， n部門がI 部門を上回る'率の拡大をつづけ—— ， r金剰生産手 

段i j 力’、调渴していく径路は，資本さ義ではとうてい想定できないものである。

このような非資本主義的径路を検出することにいったいどのような理論的意味があるというので 

あろうか。

(!0 I ，D部門の拡大举の把握にかんしては，いわゆるr均等化法則J 論にも言及しておく必要

がある。これは，マルクスの姑大再生ま式第1例，第2例のI . n部門の蓄積率，拡大率の推移,

からヒントを得て，最初のI • D部門の蓄演率. 拡大率がどのようなものであっても， I部門が同

じ蓄糖率を2年つづけると，っぎの；̂̂には1 • II部Piの 拡 率 は 「均等化j するという主張である。
(13)

これは旧くから，（りの立場とは異なる立場の人々によっても主張されているのであるから，（i)の立

注( ゆ ；?̂ 須资義博 r前掲書』, 大島雄一 r前掲論文J がその代-まとい免る。

( 1 3 ) とれは, 戦前すでに，久留間較造氏が高D3保馬氏との瑜争で示されている（久蠻間较造 r恐慌論研究』19494P,北隆館 

版，所収) 。娥後も林直道 r前掲論文J が一層明確にこれをマルクスま式例において確認して.いるし- 吉原泰助 r再生座（ま 

式）論J (移本资胡編 rマルクス経済学研海入 , 196S年, 有斐閣）は，これを f均等化法則j (109頁）とよび，高毅貧義博 

『前掲書JIはこれを r均等的拡大TIJ生逾の内的メカニズムj ' (110〜 g K ) という9
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もちろん，各論者の再生産ま式分析に対する立場は異なっており，吉原氏では，r資本主義的拡大再生産過種Jは r資本主 
義的蓄積の本性から，すぐれて第I部門のf自立的発展J の過程として現象する。J (r拡大再生ま-表式と部門間成長卒開差j 
一橋大r経済研'先』第22卷第3号，1ね1年，241H )とされており，それとの関連でr均等化法則Jがとり上げられているの 
であるから，高須賀氏の立場とは，基本的に異なるものである„ -一一ことでの第I部門の『自立的発展』の内容は，本稿での 
r i部門の不均等的拡大Jに類似している。
ところで，吉原氏は，「均-等化法則J論へのわれわれの批判に対する反批判（T拡大再生産表式と部門間成長率開差J) にお 

いて，r均等化法則J は r資本主義的再生産の具体的態様にかかわる法則j と は r論理次元J の異なるr袖象的な価値=素材 

補壊の法則Jである，rいわんや，かかる論理次元の立論に対し，全余剰生産ず:段がすべて吸収され'：るという前提ゆえに法則 

性の否定がなされるとすれば, それは的はずれであるばかりでなく，ま式分析そのものの意味を，その基礎的な局面でそこな 
うものである。J (241頁）といわれている。それゆえ，本稿の主張は，たんにr均等化法則J論批料としてT的はずれj であ 
るばかりでなく，ま式分析把握のr基礎的な局面Jで誤っていをといわれることが予想されるが，筆者は，なぜr的はずれJ 
といわれるのかが理解できないのである。

吉原氏は r拡大西4 産の基處条件のお点といシlii提の4 と'̂ ， 「均等化J が生じる（231頁，傍点弁村）とされているし， 

r均等化法則J は T抽象的j r法則J であるとはいえ， r資本主義的再生産と無縁なものj ではない（24i頁）とされている。 

とすれぱ， f均等化法則j 論成立のためには，資本主i f も 生 ま に お い て [I fc b ?生産の基礎条件の充足j が不断に行なわれて 

いく傾向があるとしなけれぱならないであろう0 しかし，それがどのような資本制的メ力ニズムの作用によるものかは明示さ 

れていない。この資本制的作用の解明なしには， r均等化法则i 論は論証されえないと思われるが。

吉原氏の r第 I 部H の r 自立的発展J の過程J の把握と，筆 者 の n 部門の不均等的拡大J の把握とでは，基本的に共通し 

ている面をもちながら，と の r均等化法則j について理解の対立するゆえんがどこにあるのか，姑大fjP生まま式分析把握にお 

け る r基礎的な局l E iでの;！« 違がどこにあるのか，を明らかにすることを期待して，75̂庞疑問を提起した》

注( 1 4 )兆村离代子 r拡大19生逾過程にかんする式分析J (慶 大 r経济学年報J 第12集， 1969 m 194-9 K , および《■前揭 

書J 第 3章第 3節 （補)。

富塚良S 氏も同じく， r均等化法則j 論を再さ批判されている。r経済学原風！（1970年，3 和書房）294〜 7真，r経済原論j  
0976年，有斐110 274〜 71 ミ，前 揭 r恐慌論体系の展開方法について【i)j 2 7 0 -1J< 6■墙補恐慌諭研究』502<-3頁‘)。
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場とは区別しなければならないが，r均等化J を主張する内容は，理議的には共通するものがある。
(14)

このr均等化j 論の誤りは，すでに再三指摘したように，第1に，それが労働手段，固定資本を 

捨象した表式例でのみ表示されるものであって，労働手段の価値が部分的に移転するという前提を 

おけぱ，まったく成りたたなくなるということである（第1節での注意点に関連する）。

第2に，いま第1の非現実的仮定を一応とわないとしても，上の主張は，社会的供給総額と需要 

総額との一致という大前提のもとでf均 衡 J をみたすようにI • n部門の拡大が行なわれるとして 

いも表式例の展開から，1 ，II部門の拡大率が均等化するI■法則j ，r内的メカニズムJ があろとい 

う主張をみちびき出している点で，表式理解において誤りがある。

たとえぱ, I 部門のIfcお率がII部門より高く， I 部門がとの高い拡大率をつづけるぱあいをとり 

上げると，そこではi 部門の不均等的拡大によって2年末のr余剰生産手段j の r余剰率J は1年 

flUよりも上昇しているのである。それにもかかわらず1部門が同一の拡大率をつづけると前提しそ 

いるので，r均衡」条件を繞持するにはB部門が蓄積率，拡大率をi •、上昇させてI■余剰生産宇段J 

を！!部門で利用していく必要があるのである。だが，このようなD部門の拡大率上昇は，需給関係 

，価格変動からみて一般的傾向といえるものではない。したがって，このようなま式例は， I 部門 

が同一率の拡大をつづけると必ずII部門の拡大率が急上昇していき， I ，II部門の拡大率を均等化 

していく r法則j や r内的メカニズムJ があることをしめすものとはいえない。

反対に， I部門がn部門よりも低率の拡大をつづけて均等の拡大率となるという例をみてみる 

と，そこでは， I 部門が，n部門の不均等に高い拡大のもとで,低い率の拡大にとどまっているた

r三由学会雑誌J 73巻 (3号 G98o年I2月）
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拡大再生産表式分析の意義と方法 

め，I■余剰生産手段J の I■余剩率J が低下してしまい，r余剰生産手段J の制約によってn部門の拡 

大率が低下せざるをえなくなり，この祐果1 ，II部門の拡大率がひとしくなる例である。この例で 

も，n部門がI 部門を上回る率で拡大をつづけるもとでI 部門が低い率のままであるということが 

仮定されているのみであって，n部門の拡大率がこのようなぱあい， I部門がII部門を下回る 

率の拡大をつづけ， r余剰生産手段J の制約によってn部門の拡大率が低下していく一般，

I■内的メカニズムJ があることを示しているわけではけっしてない。

以上のことは，力、なり以前から強調しているのではあるが，その後においても，論点の所在を理 

解しない主張がある。

たとえぱ，淹旧和夫氏は，つぎのようにいわれる。r(/̂ <第 1部門蓄積率が2期にわたり一*定>

ならぱ，⑥く第2期から第3期にかけて均等的発展がもたらされる> という命題において，兆村氏 

の批判がの想定の非現実性にむけられているのならば，氏の言われる通りである。資本主義にお 

いては蓄清率は不安定的，累積的な動きをするからである。しかし氏がめ想定の現実性を認めた 

上で，（A)ならぱ⑥という点を批判されているのであれば氏の批判は誤っている。 な と い う

き ミ CをだからでぎJ (傍点淹田氏，

。は井村）と。

滝田氏は，ま式に描きうることをもって，表式論で「論 証 さ い る £ i  j だとでもいわれるの 

であろうか。このぱあい，表式では(A)であるぱあいに(B)になるように插かれているのであり，（B)に 

なるぱあいにのみr均衡j が保たれること，したがって，(B)でなければr不均衛j となることがし 

めされているのであって， ならは’(B)jとなる「法 則 」 や r内も メ カ ニ ズ ム J 力’’、も を ことまでを 

'意味しているわけではまったくない。もし，淹旧氏が，表式がそこまで意味するといわれるのであ 

れぱ，資制約再生産においてr(A》ならば(B)jとなるr内的シカュ_̂ ム』を明示される必耍があろ 

う。このような「内的メカニズムJ を明確にすることなしに，いろい6な命題を導きだすところに 

混乱の根源かあろのであるから0 ’

(3) I • H部門の拡大率をいかに把えるべきかという問題について，筆者がとくに注意したいこ 

とはつぎの点である。

資本制生産では，資本家の行なう資本蓄積•投下資本拡大（=新投資) , 現物更新（更新投資)，生 

産力発展の動向が，関連生産部門の需給関係，価格，利潤率を動かし，この需給関係‘ 価格，利潤 

率の動きを媒介として資本家の資本蓄積•投下資本拡大が規制されていくという関係にある。

拡大再生産表式分析は，前節で強調したような再生産の譜関連♦諸条件を解明しているので，そ

の解明にもとづいて，蓄積率変化* 拡大率変化（これにも種々の内容がある)，現物更新集中（衰退)，

有機的構成高度化が生じたぱあい，転態諸関係を通じて関連生産部門の需給関係にいかなる影響を

及ぱすかを理解することが可能である。 ‘

法( ほ） 滝 ffl和 失 r前掲論文J 96K oなお，関恒義氏も，数式による r：fi?生産ま式の動態的ま示j を通じ， 1 ，II部 門 の r均等 

化J を確認し， rマルクス力，、，数宇例であったとはいえ，このような均等蓄積率jと約等的拡大]9生産過程を，frijiji.明快な数 

宇例で表/デくしている点は, 驚嘆にあたいするoJ ( 関恒義 i*経済学と数学利用J 1979年，大月書忠，8 2 H )とまでいわれる。
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しかし，表式例そのものは，貨幣還流を前提し，■■均海」を前提にして描かれるものであるから， 

▲み丄v b i , こうした需給開係の変化，価格©変化はいっさい表示されえないし，したがって需給 

開係の変化，価格の変化に媒介されつつ資本蓄積•投下資本拡大がすすむ関係もいっさい表ボされ 

えないのである。

それゆえ，われわれは，前節で注意した拡大再生産の諸関連，諸条件を充分認識したうえで，た 

えず需給関係に媒介された資本家の蓄積，投下資本拡大として想定しうるかどうかを検討しつつ，

ェ，II部門の拡大率の動きを想定していくことが不可欠なのである。

この内容を，筆者が表式分析に立脚して解明すべき重要な問題と考えている，有機的構成不変の 

もとでの「1部門の不均等的拡大J の把え方に言及することによって，明らかにしたい。

(イ） I 部門の不均等な拡大径路は，寒者以外においても，表式例や数式の時系列的展開を速じて 

検出する人が少なくないが，そこでは， I ，II部門の部門構成を同一に保つような「余剰生産手段」 

の配分比率を超えてI 部門に「余剰生産手段」が配分され， I 部門がII部門を上回る拡大率をつづ 

ける'とすればI 部門の不均等な拡大径路となるというのである。したがって，「余剰生産手段J の 

配分比率， I . I [部門の拡大率のいかんにょゥて， I 部門の不均等な拡大径路，均等的拡大径路，

II部門の不均等な拡大径路，が検出され，並置されるのである。

これに反し，筆者が主張するのは，資本蓄積がすすみ拡大率上昇の動き（要求）が生じると——  

それがI 部門であれII部門であれ—— 『ェ部門の不均等的拡大J が惹起され，持続，強化されてい 

く一般的傾向があるということである。それゆえ，拙著ではまず，（いずれの資本であれ）拡大率を 

上昇しょうという動き（要求）が生じると， I 部門に対するD/>S/を媒介として必然的にI 部門

b ね ：t i ,  I 部門の拡大率がII部門ょり高いことを想定 

しているのである0 (D' は需要の増大率，S/は供給の增大率。ここでは詳論できないが，拡大率上昇にもい 

ろいろのぱあいがある。たとえぱ， r均等的拡大qif生産j のもとで,.mA ニ mAoにおいてのの上昇であれば，

I 部門に対するD/〉S% Q部門に対するD'くs 'が生じる。 の上昇, ^ 一定のもとでの拡大率上昇でも 

同じである。いずれにおいても，一掠投资の行なわれる耐久的な労働手段を生産する1F部門ではD'>S’はと 

くに顕著である。mAG>mAによって拡大率上界が生じるばあいには， I . II部門ともにD'>S' となるが， I 

部門.とくに1F部門においてD'>S/がII部門ょりも顕著である。）

さらに一層大切なこととして，靠者はI 部の不均等な拡大がひとたび慈起されると，最初の拡 

くiJ i .  いるA i j i 力♦、らオfcJj•的に独立して， I 部門が独自に高い拡大率を持続し一^層上昇させて 

いく基盤のあることを，ま式分析にもとづいて確認すべきであると考える。ェ（c+ m c )部分，す 

なわちI  Cf + r+mF + m r )部分は， I 部門の投资掀大をふくむ資本家相冗間の転態であるから，

I 部門ではひとたび拡大率上昇が促されると需要を相互に掀大するし，ここには-^括投資される労

r三田学会雑誌J 73巻6号 （1980年I2月）

注(1の 拙 箸 88〜 9K で，晦波とも思われる説明を加えたのはこのためである,

—— 34(906)一一一
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拡大蒋生産ま式分析の意義と方法 

働手段がふくまれているだけにその相互拡大は加速的となり， I 部門の高い拡大率の持続.上昇を 

促進していく必然的傾向がある。また， I ( f + r  + mF + m r )部分ののびに比例にして， l ( v  + mv 

+ m k )の部分がのびるわけではないので，かなりの人が誤解しているように, r i 部門の不均等的 

拡大J はただちに部門間「不均衡」をうみだすわけではない。ここでもまた，筆者は,社会的総資 

本の拡大再生産の諸関連—— I 部門の内部転態部分の特殊性のなかに， I 部 門 用 生 手 段 ，とりわ 

け労働手段におけるI)/>S'に媒介されてr i 部門の不均等的拡大」の深化していく基盤のあるとと 

に注目し，それをふまえて「I 部門の不均參的拡大J の持続.深化を資本制的披大再生産の基本傾 

向としているのである6

表式や数式の時系列的展開によってI 部門の不均等的な拡大径路を検出する立場では,それはだ 

んにI 部門がK部門より高い拡大率をふらつづふ i  L ナ い の 発 展 径 路 と し て把握されてしま 

うし，したがってまたそれは，その他のB：部門の不均等な拡大径路などとi ふみ検出されるi らふ 

発展径路として把握されるのである。拿者はこのような拡大再生産表式把握に基本的にぼ対し，拡 

大率上昇の動き（要求）によって「I 部門の不均等的拡大」が惹起され， I 部門の内部転態部分の 

特殊性に支えられて「I 部門の不均等-的拡大J 力';持 続 ，深化していく傾向を確認したうえで， 「I 

部門の不均等的拡大J を把握しているのである。それゆえ，華者に対し，「余剰生産手段の商部門 

への配分を規定J するものが不明であり，r i 部門の不均等的拡大J も r表式分析のし め す さ ま .ざ

まな拡大再生産のパターンを取り出してきたにすぎず.... J と批判さぶ! )のは，筆者の主張をまっ

たく取り違えた批判といわねばならない。

(ロ） さらにまた，擎者が再生産表式分析によって解明できるし解明する必要があるとしたのは, 

rエ部門の不均等的れム大J か 「余剰生産手段」の累増， r余剰率J の上昇を必然化するこ.と，した 

がって累増していく r余剩生産手段J を I 部門が主導的に吸引•利用していくかぎりで順調な拡大 

が行なわれること，そしてこのよう.な 「エ部門の不均等的拡大J は生産と消費の開連という観点か 

らみると, I 部門の蓄寧のための蓄積，工場増設のための工場増設という内容をもち，消費はかか 

る I 部門のおム大に従属してそれより低いテンポで増大するにすぎない関係であるということである。 

この最後の点について，拡大再生産においてI 部門の拡大が消費の拡大と [■照応』している内容の 

ものを理論的に想定するとI■均等的拡大:pf生産J であり，これを理論的基，としてみると， r i 部 

門の不均等的拡大J が，労働者の制限された消費のもとで生産が無利限的発展をとげていく基本形 

態であり，「ェ部門の不均等的拡大J の進展のもとで< 生産と消費の矛盾>が累積されていってぃ

注( 1 7 )找利一郎 1'资本蓄糖と^5生達-ま式分式』（前掲) 132貝:。

なお，方法諭的にいえば， 再生遼|^式 の （■均街_)条 ^̂ ‘を数式化し， その時系列的展開を行なう浅利氏においてこそ，り;け!! 
使J の絡(31内 で rさまざまな拡大:ぽ生廣の.パ タ ー ン j が，並列的に检山されることになるのであるから，とのよらか力法かと 

々淡利氏においては，上のような批物がなりたたないのではないかと思う。 ，
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ることが明らかである（この点きわめてIB要であるが，従来再三，強調してきたので本稿では省略する）o 

かかる内容もまた，ま式分析なしには明確にならないものである。

(ハ） 最後に，—— ここでの論点と直接関係あるが—— r i 部門の不均等的拡大J の進展を通じて 

I■余剩生産手段」が累増した基礎上で，もしI 部門の拡大率が累増する「杂剩生産手段J を吸引す 

るに充分でないことになると，そ こ ではI 部門用生産手段のD'<S'… + I 部門の坡大率の-^層の鲍 

化 （下落ふくむ） 一層のD'<S' —一>……が生じるし，ここでは一括投資の労働手段をふくむ現 

実的蓄積の純化が介在するだけに，この相互波及は加速度的であり，累増していた「余剰生産手段j 

がいっきょに過剰化することとなるとした（ただし，発端のI 部門の拡大率がなぜ充分でなくなるかは，

表式分析では解明されえない）o

上のことは，表式分析のしめす諸関連でいえば， I 部門内転態部分のうちの拡大投資部分におい 

て,，需要総額ニ I (cF + mFG + mrG) の増大が供給総額ニ I  ( 〔f一GF〕+ mF + mr) の増大を下回る 

ことから，，I 部門の拡大率の一層の鋪化と，需要総額 < 供給総額の深化との相互促進が,急速にす 

すむということである。ここでは，社会全体として需要総額が供給総額を下回る状況が急激に出現 

するのである。

もし，前節で指摘した貨龄遺流の条件，固定資本填補，蓄積部分転態の条件を無視してしまい，

表式上や数式上でI ，S部門の拡大率を自出に想定するような立場であれぱ，上のようなI 部門の 

拡大をめぐって社会的需要総額と供給総額との乖離という問題が生じること自体認識できないこと 

になってしまい，たと部門の拡大率が纯化したばあいであっても，It部門の拡大率が上昇し, 

r余剰生産手段」を！！部門が主導的に吸引，利用していくということになるであろう。

しかし，こうしたことは資本制経済のもとではとうていありえないことである◊ 者は，第 1節， 

第 2節で指摘してきた注意にもとづいて，上のようなぱあいに生じるま;態は，累増した r余剰生座' 

手段」がいっきょに過剰化することであるとし，かかる事態のなかに，資本制経済では，拡大再生 

産 の r物質的基鍵」である r余剰生産手段J の累増と対応して労働者1人あナこり消費を増大させ， 

このための] !部門の拡大に「余剰生産手段J を活用していく メカニズムがないこと；かかるメカュ 

ズムがなく労働者の消費が制限されていることにr金剰生産手段」の過剩化の基本的原因のあるこ 

とを確認すベきであると強調したのである。

蓄積率の変化と部門構成比傘との関速にかんする富塚氏と久窗間氏との論は，以上のぺてきた 

いくつかの論☆に閲係がある。この点をめぐる兩者の議論は，すれ違いのまま終り必ずしも論点が 

明確になっていないので要約は困難であるが，相違はつぎの点にあるといえよう。

( 1 )富塚氏が久®問氏に提起した問題は，あくまでもr菩粮率:が 『独立変数』であって部門間比

r三旧学会雑誌j 73卷 6号 （1980年I2月）

注(18) ( 9 : 2 ) を参照。以下引用文献は（注 2 ) の⑧⑧で略記する<
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傘はその『従厲変数Jだとする考え方J を一般原則として容認できるかどう力、，という問題であった。

r蓄積率ぱ任意の……値をとりえ，その値に応じて部門間比率が変化すれぱよい（その変化にはプ

リクシ3ンや困難がともなうにせよ）といった議論は，架して全面的に正しいといえるでしょうか 
(19)
? j という疑問である。すでに指摘したように，富塚氏は，[部門間比，は生産力水準を表現する 

ものJ であるから，生産力一定のもとでは部門構成は『不変とされなけれぱならないJ し，その部 

門構成のもとで一定のI■均衡蓄糖率J が与えられると考えられているので，上のようにr蓄積率は 

任意の.‘‘ ‘‘.値をとりえJ ると考えること自体，またそれに応じて部門問比率が変化すると考えるこ 

と自体を，li(則的に否認する立場から，久留間氏に疑問を出されたのである。

これに対し，久留問氏にとっては，蓄積审上界のぱあいと， "蓄積率の急激な低下"のばあいと

では間題が異なることはあまりにも明らかなことである。したがって，久®間氏が1■蓄積率が変化
• • « • • « • • • • •  (20) » • • • 

する場合には部門間比率が恋化しなけれぱならないJ と強調されるのは，蓄積率上昇においてのみ

の問題であっズ，反対に「蓄積率が『急激に低下する場合Jに，それが上昇する場合とちがっだr大
(2り

きな間題』が生じることは，少し考えてみればわかるはずだと思われるのですがJ (傍点，弁 

村）ということになる。

售塚氏は，このように蓄積率:上昇のばあいと低下のばあいとを区別すべきであるという久留閩氏

の主張を理解されない。富壊氏は，久留閩氏が蓄粮率が上界したぱあい[部門問比率が変化しなけ

れぱならないJ といわれたことを，一般的命題と受けとめ，最後まで，久留間氏の主張を，「部門

間比率は生産力水準を表現するものではなくそれとは全く無関係に蓄積率の値に応じて自由な値を
(22)

とりうるという論旨J だとして批刺されている。こうして論議はすれ違いのままである。

(2 )上の点にかんするかぎり，蓄積率上昇のぱあいと， "魚激な低下"のぱあいとでは問題が異 

なる点戈強調し，蓄積本が上昇したぱあいにはI 部門の比重上昇が不可避で、あるとした久留間氏の 

方が正しいといえよう力'、, これらについての久®問氏の理解•説明が不充分で誤りをふくんでいた 

ため，問題の所在と雨者の相違の生じているゆえんを明確にできず，論譲の成果を乏しいものとし 

，たと思われる。

とりわけ，久留間氏が富塚氏に対して强調されるr蓄積举がr急激に低下する場合』に，それが 

1 昇する場合とちがったf大きな問題J が生じることJ の内容の説明が不充分で誤りをふくんでい 

た結果，ぎ塚氏の反批刺をよび混乱をまねくこととなった。

この根本的理由は，久留間氏では，黄幣遺流の条件，ここではとくに蓄愤部分-転態をめぐって需 

要総額く供給総瓶が生じるという.問題が明確に認識されておらず，おそらくはマルクスの再/産ま 

式例の諸条件のまま，ま式例を念頭において問題を考えられていることにあると思われる。 .

久窗間氏は，"急激な低下，’のばあいに也じるf大きな問題』を ！■少し考えてみればわかるはずだJ 

として，1部門の生産物過剰—— > I 部門の縮小による1V, I mの減少一—U部門に対する需要減

注( 1 9 )富塚良兰⑧，25S〜9貝び増補，恐慌論校f究J 伽 K )。

( 2 0 )久 窗 問 贼 三 21直。

( 2 1 )同上，24東。 I

( 2 2 )窗塚良さ® , 51K.
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r三ffl学会雑誌J 73巻6号 （1980年12月）
(23)

少一 >11部門の縮小—— ヴゾ、ら， r全面的過剰生産」が生じるといわれる。しかし，こうした波及の

，みからは『大きな間題J は明確に説明できない。それゆえ，富塚氏は，こうした説明に対し，トク
(24)

ガン的に部分的不均衡の波及のみからr全而的過剰生産J を説明する誤りであると反諭される。

こうして蓄積率上昇のぱあいとは異なり，蓄積率下落のばあいでは，部n構成比のをイirみ る 、 

きない『大きな問題J が生じるゆえんは，久留問氏によって説明されないまま終るのである。

( 3 )この論譲で时論すべき論点は，蓄續率上昇のぱあいと"急激な低下，，のぱあい（筆者は発端 

は’‘,急激" でなくともよいと考えているが）との相違であり，"急激な低下，，のぱあいにのみ生じる 

『大きな問題』であったはずである。それは久留間氏のようにr少し考えてみれぱわかるはずJ と 

はいえない問題と思われる。 '

本論との関連でいえぱ，第1節で指摘した点を充分認識したうえで，蓄積率低下にともなうr大 

きな問題J については，第2節で指摘したようにn 部門の不均等的拡大J を通じてr余剰生産手 

段』の累増した基礎上ではじめて生じる間題であることを説く必要があるし，この基礎上で， 1部 

門M生産手段のD'くs'— M 部門拡大率の一層の低下一 >1部門用生産手段のD'くs' の一層の 

深化一 が̂すすみ，ここには一括役下される労働手段投資がふぐまれているためこの波及は加速度 

的であること，このように累増L ていたr余剰生産手段J がいふきょに過剰化するCとを軸i b そ 

さらに各種の部門間波及がすすむことを説明する必要がある。

第3節有機的構成高度化による r i 部門の優先的発展J

m

i
I f

以上で指摘してきた注意点は，生産力発展，資本の有機的構成高度化によるr i 部門の優先的発 

展」の問題についても同じくあてはまる。最近の「I 部門の優先的発展J の論証にかんする論議は 

かかる注意点を見落したぱあいに空しいi j議におちいることをしめしていると思われる。 ’

/

( 1 )周知のように，ま式に有機的構成高度化を導入してr i 部門の優先的発展J の必然性を主張
(25) ' •

したのはレーニンであったが，そこでは有機的構成高度化の影響が純粋にしめされているとはいえ

ない面がある。
1

レーニンま式は，マルクスの拡大再生産表式第1例の数学，諸条件をそのままうけついで， I 部

門の蓄積率をつねに50%とし，I [部門の蓄積率. 拡大率は r均衡J を保つように従属的に決定され

るとし，養積部分においてのみ有機的構成高度化が生じるとしたものである。 ，

注( 2 3 )久窗問紋三© , 24〜 6貝。

大招 /<之 介 [資本の流通過福と恐胎（経济理論学会編r現代資本主義と恐慌』 1976 青木書店）も，以上の久窗問氏と

同じ生張をのべているが, そこでの蓄肋率の急激な低下によるrifi大な精果j のめ容（1 6 4 K )も，はぽ同じである。

両者ともに，このような説明であるからこそ，まずを端に蓄積率のし急激な低下J を想定せざるをえないのである》
( 2 4 )赏廣良三®, 55〜 *

( 2 5 ) レーユン rいわゆる71/柳lii題についてJ びレ* -ニン全集J 第1巻） ' *
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( l ^ R )
I . 4,OOOc+1,OOOv+1,OOOm=6,OOOWi
II. l,5 0 0 c+  750v+ 750m=3,OOOWii

o 末）
「金剰生虚乎段J 500,

400mc4-100mv+- SOOtvk 
450mc+ 50mv+ 500mk 50.0%

(1*) 
菩截ギ 

50.0%

II.
J(?Omc+ 50jnv4- 
50mc4" 10inv+ 690mk

II.

(2ギ目）

4,400c+l,100v^ 1,100m-6,600W  i 
• 4,450c+ l,050v+ 1,050m ==6,550W i

l,600c+ 800v+ 800m ^3^00Wu  
l,550c+ 760v+ 760m=3,070Wii

440mc ■? ト 55Qmk 
500mc+ 25mv+525mk

20.0%
8.0%

《2 )
生遊拡大率 

10.0% 
9.2%
6.7%
2.3%

(2*)
蓄猪率

50.0%
50.0%

II.
JgOmc+ 5Qmv+5gQmk 30.0%  
50mc+ 6mv+704nik

投下資本拡大 
10.0% 
10.0%
6.7% 
2 7 %  .

( J>末》

「♦ 剰生産乎股J 
600 
550

《3〉
投下资本拔大率 

10.0% 
9.5%

10.0%

(3 )

「余剰#り 
10.0% 
9.2%

(3 ゴP目）

T 4M0c,-VlM0v-\-h210m ^ 7,260W i 
し 4,950c"-TT；075v+ l,075m=7,100 W i

l,760c+ 88pv-h 880tnニ3、520Wn 10.0%
1し _ 1,600c-H 766v+ 766mニ3,132 Wn 2.0%

7.4%

(3 )

生ま拡大率 
10.0%  

一】 .4%

2.4%

(3来）

「杂剩生；ま手殺J 
660 
550

「余刺本_j 
10.0%  
8.4%

(注）イタリックはマルクスま式である。
菩積率（i 末〉の添字は年0 1年目末に蓄横が行なわれ， それによって2年目の投下資本拡大率が決定されるので，後者 

は （2 ) と表示した。

r余剩生産手段J が与えられている（500)もとで，有機的構成高度化が生じたとすると，有機 

的構成不変のばあいの蓄積額（I .  500mA+H. 150mA)を蓄積しようとしても「余剰生産手段」 

の不足によって不可能である0 したがって1年末には社会全体としては蓄歡額の低下•資本拡大 

率(2)の低下が余儀なくされる。

こうした状況下でレーニンは，マルクス表式と同じく I ま門の蓄積率を50%と仮定し，II部門の 

蓄積率を「均衡」を保つように従属的に決定したので，「金剰生産手段」の不足が II部門に集中し 

て，I[部門の蓄積率( 1末)，資本拡大率〔2)が低下したのである。また，有機的構成高度化によって， 

m増加率が資本拡大率より下回る（利潤率低下）もとでI 部門の蓄積率を一定の50%と仮定したの 

で， I 部門の拡大率ま体も低下傾向をしめしており，有機的構成不変のぱあいに比べてI 部門の資 

ィ&ミなっている。ただし，n部門の方が一層低い蓄積率，資本拡大率であるために， I 

，H部門を比べるとI 部門の方が] !部門より不均等に高い発展をとげていることになっている。こ 

のように，レ' - ュンま式では，マルクス表式のI 部門蓄積率50%という仮定をそのまま継承したた 

め，有機的構成高度化の作用を純粋にしめすことが妨げられたのである。

>?■1

I
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( 2 )筆者はこれに対し，拙著では，f■有機的構成高度化の影響を純粋に比較，検討するためには，

全体としての蓄積率，4 ^  (資本波大本）を，有機的構成の高度化じない場合た同じと仮定したも

とで比較，梭討した方が適当であるj , た と え ば 「ある率の『均等的掀大再生産』のもとで，有機

的構成高度化が生じ，全体としてのが同一 *に維持されると想定し，そこにおいて促される『I
(26)

部門の優先的発展J をしめした方が，有機的構成高度化の影響が純粋にしめされるであろうJ とし 

た。一般に，有機的構成高度化は，資本蓄積と前提しあい，促進しあいつつすすむのであるから，

この面からも少なぐと^>有機的構成不変のぱあいと同じ投下資本拡大が行なわれると想定するのが 

適当である。

いまぴの率の「均等的拡大再生産J をとり，単純化のためレーニンと同様養積部分のみで有機的 

構成高度化が生じると仮定すれば，有機的構成高度化の程度に応じて，生産手段に対してはD'>S/, 

消費手段に対してはD /<S 'が生じる。その年は I■余剰生産手段J の不足から全体としてはびの拡 

大は実現できないのであるが，D '> S 'の励きを媒介としてI 部門がびを上回る率で拡大するよう 

促されるのはi ：、然的である。この単純な関係こそが何よりもまずl i認すべき重要なことなのである 

(現物更新部分でも有機的構成が高度化するとすれば，生産手段に対するD '>S ',消費手段に対するD'くS/ 

は一層倍加される）。

この単純ではあるが重要な関係を確認するとともに，同じびの率のr均等的拡大再生産J につい 

て有後的構成の低いぱあいと高いぱあいとを比較して，有機的構Pぶの高いぱあいの方がェ部門の部 

門構成比の高いことを確認する必要がある。この後者の確認は，有機的構成高度化によって「ェ部 

門の優先的発展J が促されるであろうことを示唆する。さらにまた， rこのI 部門の優先的発展J 

が有機的構成高度化に対応するものであるかぎり，それは理論的には，有機的構成の低い再生;t の 

部門構成から，有機的構成の高い再生産の部門構成へと移行するという内容のものであり，その内 

容は，第 2節でみた有機的構成不変のもとでめr i 部門の不均等的拡大J と質ら異にするものであ 

ることを明確にする必要がある（拙著参照)。

Fi也産ま式上には，有機的構成高庶化によって生じるD'さS/を媒介としてI 部門の拡大率がび 

以上に上昇し， II部門の拡大率が《以下となる関係は表示でさ‘/ 「1部門の優先的発展J をま 

式上に強いてま現しようとすれぱ，ftの率の「均等約拡大再生産J から出発し，蓄積部分，現物更 

新部分において有機的構成高度化が生じたとし， （それによるD'^s'の変化を媒介したものとし 

て）， I部門が《以上の率で，n部門が《以下の率で拡大をつづけていき，r余剰生産手段J 力 高  

度化した有機的構成のもとで《の拡大再生産を可能にするときにいたって， I ，n部門の拡大率が 

« となるように描く必酌 ♦̂、あろう。だが，全体の有機的構成が高度化し終るまでには，仮定のおき

rぢ田学会雑誌j 73卷 6曼 （1980年I2月）

注(26 )井村複代子8■前掲#iJ145真。
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拡大再生産-ま式分析の意義と方法 

方によるとはいえ，かなり長期問かかるし， I 部門の《以上の拡大，n部門のa以下の拡大がどの 

ような程度ですすむかは確定的ではないので，かかる経過をま式上にま示することは顔雑になるの 

みである。

それゆえ，筆者は，拙箸において，上のように，単純な関係を把握することと，《の r均等的わム 

大再生産J にっいて，有機的構成の低いぱあいと高いぱあいとを比較. 考察することで/理論的に 

は充分であるとしたのである。

筆者がいま一*っ強調したいことは，有機的構成高度化によるr i 部門の優先的発展J の必然化を 

このようにして把えることによって，つぎのことを把握すべきで、あるということで、ある。すなわ 

ち，有機的構成高度化によってI 部門の拡大率上昇が促されていくと，有格ホ勺#!成高度化による生 

産手段のD’>S’ それ自体からi i立して，1部門の内部転態の特殊性の基礎上で， I 部門の資本相 

互で拡大率上昇を促進しあい， I 部門の拡大が，有機的構成高度化による

の梓をこえて，『1部門の不等的拡大J と絡みあいっっ進展していく傾向をもっということであ 

る （拙著参照)。 ■

近年，この有機的構成高度化によるn 部門の優先的発展J の r論証J をめぐる論議が行なわれ 

ているが，これは，第2節でみたI ，n部門それぞれの拡大率の把え方における基本的な誤りをふ 

くんでいると思われる。

( 1 )この議論は，高須貧義博氏がレーニンま式はn 部門の優先的発展J の必然性をr論証」して 

いないと批判されたことに始まっている。高須貧氏はr資本の有機的構成が高度化する場合ですら，

兩部門の成長率には一定の自由度があって，必ずしも第I 部門の優先的発展が必然的であるとはい 

えないし，またレーニンのま式が第I 部門の優先的発展をま現しえたのは，資本の有機的清成の高 

度化によるのではなく，蓄積にっいての特定の仮定に依存していたのであという。っまり， 

レーニンま式は， I 部門の菩積率を50%にすることによってI *11部門のr蓄積率比率J が，年々

•■均等成長率を保証する蓄積率比率J よりも高くなっているから，「I 部門の優先的発展J となっ
(28)

たのであって，Tもしそうでなけれぱ，結論は逆になるはずである。j という。上のレーニン丧式の 

数字を借りていえ’ぱ， I (353mc+39mv), n (147mc+29mv)であれぱI • D部門は7.8%の r均 

等成長率Jの掀大となる，それよりもさらにI 部門の蓄廣率が低く , I (lOOmc + llmv), II (400mc 

+80mc)であれぱn部門の不均等な掀大となる，こういうI . II部門の蓄糖率がっづけぱ有ま的 

構成高族化のもとでも！!部門の不均等な拡大径路がありうるというのである。

このようなことが-^時的に出現することは想定可能である。しかし，有機的I博成高度化のもとで 

D部門がI 部門を上回る率の拡大をっづけるということは，★本制的拡:生における有機的構 

成高度化のもとではとうてい想定できないし，したがって，このような珍妙な仮定の径路をもって， 

有機的構成高度化によるn 部門の優先的発展J の必然性を否定することは不可能である。

注(27〉高須貧義博r前掲-®J142Ho 
(28)同上，140〜1直。

41(5^5)
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表式上では，D部門がI部門を上0 る本で拡大をっづけるII部門の不均等的掀大径路のもとで， 

有機的構成高度化がをじたにもかかわらずいぜんとしてD部門の不均等的拡大がっづく径路を描く 

こともできる。 ここでは，すでに19三指摘したように，社会的供給総額と需要総額との一致が前 

提され，部門問r均衡j 条件がみたされるとされたもとで，n部門がJ部門を上回る高い率で拡大 

をつづける仮定が設けられ，有機的構成高度化が生じるとしてるのであるから，.こ れ は 同 I 

部門がr余剰生産手段J の制約によって11部門よりも低い拡大しかできないこと，さらに一層拡大 

率の低下を余儀なくされていくことをも仮定してしまっているのである。したがって，この径路は 

r余剰生産手段J の [余剰率J.の促■下，侧渴にむかうし，有機的構成高度化はこの满渴を速めるよ 

う作用していることになろう。

しかし，すでに指摘したように，資本制経済では， I 部門の拡大率が低くかつ低下しているもと 

で0部門が1部門を上回る拡大をっづけr余剰生産手段J がしだいに满渴していく D部門の不均等 

的拡大径路自体が想定できないものであるのに，さらにそのうえ有機的構成高度化によって生産手 

段の相対的比Ifiが上昇しているにもかかわらず， I 部門の拡大率の上昇が促されないどころか，か 

えって低下を余儀なくされ「余剰生産手段J の旧渴が速まっていくというような径路を想定するこ 

とはとうてい不可能である。

このような珍妙ともいうべき径路を仮定して, 「I 部門の優先的発展J と逆の径路があるなどと 

主張することに，いったいどのような理論的意味があるというのであろうか。上のような径路は， 

ま式や数式のうえで描ける虚桃にすぎないのであって，資本制経済分析として，このようなことを 

論ずる理論的意味はまったく認められない。

(2)ところが，r I 部門の優先的発展J に対するこのような批判に対して，その後，数式による時 

系列的展開によって—— 高須贊氏と同じ方法にもとづいて-一 n 部門の優先的発展J の r法則J

を [論証」し，高須賀氏に反論しようという試みがある。しかし，その r論誠j に一*応成功したと
(29)
いう滝m氏の r論証j の内容をみると，そこにはかかる方法によって論議をすることき体の空しさ

が浮び上っているように思われる。

滝旧氏は， I部門の蓄積率一定を前提しないと「有機的構成高度化が部門構成に与える影響を純
(30)

粋に考察できな、 j としたうえで，1部門の菩積率一定という前提をおけぱ， t 期にたと免I

部門の菩積率がn部門よりどんなに低いものであっても，必ず r t + 2期以降I 部門の不；1̂等'的発
(31) _

展に転ずるJ とし，このことによってn 部門の優先的発展J の必然性の一般的r論証J が行なわ

れたという。この内容をレーニンま式の数宇を借りてしめすとするとつぎのようなことであろう

注〔2 9 )ほ；Fト 郎 r資本の有機的構成高度-イ匕にともなう雄I 部門の不均等発展についてJ Ciitriii)(本稿での n 部門の優先的発 

展J ) は，従来の諸説を檢討し滝旧氏の論証が， r一応の成功をおさめているJ (18頁）と評価する。

なお，淺利氏は，第者の主張を， I 部門の優先的発展のr必耍性の確認J からのものとして批判される（16〜 S買）力;，誤 

解をふくんでおり，S1解にざ,:しむ。

(30) 撒 II和夫，[前掲論文j lOOHo 
し か し な ぜ r绝 們 蓄 積 率 不 変 の 前 提 J が不欠なのかは， r他の耍因を勘かしたのではその检討はできずj (97貝）と 

いわれるのみで，なんら明らかになっていない，

(3り 同 上 ，103直

42(^J4)
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(1年目）

I. 4,000c+l,000v+ 100mc+ 11mv+889mk
I I . l,500c+ 750v+ 400m c80m v+ 270mk 

(2キ:目）

I ,  4,100c+ 1,01V+1,0inmニ 6,122

II.1 ,9 0 0 c  +  830v+ 830m =3,560

107mc +  5uw+ 899mk 

15mc4-2mv4- 813mk
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(2 )
資本拡大準 

2.22% 
21.3%

《2 ホ）

「企剩生虚手段J 122

薪孝I率 炎本拡大率

11.1% 2.19%

2.0% 0.6%

ここでまず注意されることは，この[•論証J がすでに指きしたr均等化法則j 論の誤りをそのま 

ま継? して，誤ったその「均等化J 作用に大きく依拠していること，そのうえで，有機的構成高度 

'化のもとでI 部門の蓄粮率を一定としておけばD部門の蓄積率が低下していくというレーュンま式 

の内容（上述）をつけ加えたものであるということ，であろ（したがって滝旧氏のぱあいも，1部 

門の拡大率はn部門よりは高いが，年々低下していくことになる。)。

ここでは，数式の時系列的展開において，固定資本を拾象し，me ふモが次年のCに加わ

りすべて ら Cが現物嗔補されねぱならないという非:現卖的仮定をお、ているのであるから，n部門 

がこの仮定のように高V、蓄積率. 高い拡大率をつづけるとすれぱ，次年度の•!!C し，（■余剰

生産手段J の増大率の低下（マイナスをふくむ）をもたらし，「余剰生産手段j の制約によってH 

部門の蓄積率，拡大率の低下が余儀なくされることになる。 I 部門の蓄積率一定という前提をおけ 

ぱ，有機的構成不变のもとでは，上のようなことによってn部門の拡大率がI 部門の拡大率とr均 

參化J するわけであるが，有機的構成高度化のもとでは，（全体の蓄積率低下が余儀なくされるの 

で） II部門の蓄積率，拡大率はI 部門よりも低くならざるをえないことになる。

それゆえ，第1に，固定資本の存在をとり入れ，労働手段の価値が部分的に移転すると前提すれ 

は’，滝旧氏のr論証j はまったく成立しなくなる。このことは上の表武例からただちに予想できる。

第2に，たとえ第1の点をとわないとしても，ここでの仮定は資本主義のもとではとうてい設け 

られないようなものである。D部門で1部門より高い率の拡大が行なわれ，しかも有機的構成高度 

化によって生産手段の比重が上昇しているというときに，1部門の蓄積率を低いままでi をしてお 

くという仮定をおいているからこそ，r余剰生産手段j の r杂剰率J の低下が生じr余剰生産手段j 

の不足によっセn部門の拡大率の低下が余儀なくされたのである。しかしこのような再生産は，資 

本制的拡大 ?̂生産における生産カ発展*有機的構成高度化の作用の考察としてはきわめ't 珍妙とい 

うべき内容のものである。このような珍妙な内容のものをもって高須賀氏に反論することにどのよ 

うな理論的意義があるというのであろうか。

以上のように生産力発展，有機的構成高度化によるn 部門の優先的発展j の必然性を否定する 

高須貧氏の否定の内容も，それを反論し「I 部門の俊先的発展J の必然性をr論誕J する滝田氏の

『論証J の内容も，資本制的拡大再生産のもとではとうてい想定できないような珍妙な再生産を檢 

出することによるものであった。ここには，ま式や数式の時系列的展開から，いろいろの命題を檢 

出することによる論謎の空しさが露呈しているように思われる。 （経済学部教授） .


